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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

ひらつか

種

市民活動ファンド事業

類

市民部　協働推進課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

12 協

ド

働のまちづくりと市民

ソ

主体の新たな自治のし

フ

くみをはぐくむために

ト

行政改革の
01 協働の

根

まちづくりと市民主体

拠

の新たな自治のしくみ

法

をはぐくむために
位置

令

付け
03 市民活動を支

等

えるしくみづくり

□ □

対

□ □

市民活動を財政的

象

に支援することにより

・

、市民活動の活性化が

受

市民活動の活性化を図

益

るため、市は公益信託

者

の委託者として受
図ら

事

れています。 託者と共

業

に、助成を希望する団

期

体の公募や運営委員会

間

による公
開審査会及び

委

報告会を開催します。

託

市民活動ファンド応募

、

団体数 団体

-

14 15

協

16 16 16

15

- -

働

- - - -

市民活動ファ

【

ンド助成団体数 団体

-

委

9 10 11 12 12

1

託

1

- -

- - - -

①：予

：

定どおり

広報紙やHP

3

での周知を図るととも

セ

に、ファンドの申請に

ク

あわせて、説明会や助

・

成金対策講座を行い、

財

申請件数を19年度（

団

11件）
より4件増や

企

し、20年度は15件

業

となりました。

Ａ：成

Ｎ

果があがった

ＰＯ



2 頁

位

く必要があります。

市

施

民活動ファンド市民活

策

動ファンド市民活動フ

へ

ァンド市民活動ファン

の

ド市民活動ファンド

の

貢

募集、公開審査の募集

献

、公開審査の募集、公

高

開審査の募集、公開審

市

査の募集、公開審査

会

民

、報告会の開催会、報

満

告会の開催会、報告会

足

の開催会、報告会の開

度

催会、報告会の開催

0

を

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

高

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

め

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

る

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

方

0

0.00 0.00 0

策

.00

0.00 0.0

業

0 0.40 0.40 0

有

.40 0.40 0.4

効

0

0.00 0.00 0

性

.00 0.00 0.0

継

0 0.00 0.00

0

続

0 3,357 3,34

に

3 3,343 3,34

よ

3 3,343

0 0 3,

る

357 3,343 3,

成

343 3,343 3,

果

343

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

向

公益信託ひらつか市民

上

活動ファンド助成規程

の

により、助成総額は年

可

度300万円と決めら

能

れており、この規模で

性

毎年実施します。

申請

低

団体の件数を増やすた

そ

め、申請時期に合わせ

の

た説明会や助成金の獲

他

得講座は、市民活動団

事

体からの評価も高く、

業

今後も続け
ていきます

の

。

外部審査員による公

目

開審査と評価を行うこ

的

とで、公平性
、透明性

､

を確保しています。今

対

後も制度の普及に努め

象

、
新規に申請する団体

､

の発掘に努めたいと考

内

えています。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

新たな事業に取り組も

出

うとする団体や活動を

総

軌道に乗せ
●□ ようと

合

努力している団体を財

評

政面で支援することは

価

、市

□ 民活動の発展の

市

ために必要です。 ○
□

民

□ 助成を受けて、さら

ニ

に事業を発展させたり

ー

、新しい事業
●■ に取

ズ

り組むことができまし

高

た。また、公開報告会

事

で、運

■ 営委員から評

業

価や助言を受けること

目

は、活動をさらに発 ○

的

□ 展させるための足が

の

かりになっています。

達

■ 市民活動の財政的支

成

援をしていくことは、

状

地域の課題を
●

□ 自分

況

たちで解決していく市

必

民への支援であり、市

要

民力・
○

□ 地域力をつ

性

けることにもつながり

市

ます。
○

□
□ 年間の助

の

成総額の上限が決めら

関

れており、削減や改善

与

に
●

□ はあたらないと

の

考えます。
○

□
○

■

申

必

請書類の記入などの助

要

言をするなど、市民活

性

動団体が利用しやすい

低

ように相談に応じてい

事

く必要があります。ま

そ

た、残高が12
00万

の

円ほどになってきたの

他

で、今後、ファンドの

上

あり方等を検討してい



1 頁

そ

の援農活動をする新た

の

な担い手の育成に寄与

他

することができました

　

。２０年度は新たに７

】

名が登録し、Ｊ
Ａ湘南

【

サポートバンクへの登

協

録者数は合計１８名に

働

なりました。

Ａ：成果

：

があがった

】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

サポート

種

ファーマー育成事業

経

類

済部　農水産課

01－ ハ060103－040 ー000 ○ ●

12 協働の

ド

まちづくりと市民主体

ソ

の新たな自治のしくみ

フ

をはぐくむために
行政

ト

改革の
01 協働のまち

根

づくりと市民主体の新

拠

たな自治のしくみをは

法

ぐくむために
位置付け

令

03 市民活動を支える

等

しくみづくり

平塚市民対

□ □ □ □ JA湘南

農業

象

者以外の市民が農業に

・

従事できるよう、農業

受

技術研修など 農業の担

益

い手の育成のため、研

者

修農場で作付け、肥培

事

管理、収
を実施するこ

業

とにより、援農組織へ

期

登録する援農者や新規

間

就農 穫などの農業技術

委

研修を開催します。
者

託

などの担い手が育成さ

、

れています。

サポート

協

ファーマー研修会開催

働

回数 回

農場での実技研

【

修および講義研修の回

委

数

47 47 47 47 4

託

7 47

44 44

-

- -

：

- -

援農者数

研修会修

3

了後、援農組織などへ

セ

の登録者数

10 14 1

ク

8 21 24 27

11 1

・

8

-

- - - -

①：予定

財

どおり

農家の高齢化や

団

後継者不足が進行する

企

中で、定年退職者や農

業

業に興味がある市民を

Ｎ

対象に農業研修を実施

Ｐ

し、農作業の手伝いや

Ｏ

遊休農地を解消する等



2 頁

位

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

施

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

86 165 234 23

へ

4 234 234

0 37

の

8 519 677 677

貢

677 677

0 464

献

684 911 911 9

高

11 911

0.00 4

市

7.25 69.65

0

民

.00 0.65 0.6

満

5 1.15 1.15 1

足

.15 1.15

0.0

度

0 0.00 0.00 0

を

.00 0.00 0.0

高

0 0.00

0 5,45

め

5 5,455 9,61

る

0 9,610 9,61

方

0 9,610

0 5,9

策

19 6,139 10,

業

521 10,521 1

有

0,521 10,52

効

1

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

農業

性

従事者の高齢化、後継

継

者不足が進行する中で

続

、農業者以外の市民に

に

補助的労働力として協

よ

力していただくため、

る

継続的に本
事業を開催

成

し、将来援農活動がで

果

きる新たな担い手を育

向

成します。

研修内容の

上

充実を図り、援農ボラ

の

ンティア制度の周知を

可

行います。

　地域農業

能

の持続的な発展を図る

性

ため、農業者の高齢化

低

や後継者不足を補完す

そ

るサポートファーマー

の

の育成を継
続するもの

他

です。

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

定年退職者や農業に興

出

味のある市民にとって

総

、専門的な
●□ 指導の

合

もと一年間をとおし、

評

指導が受けられること

価

は、

□ 食の安全性も含

市

め、研修の参加者数か

民

ら判断すると市民 ○
□

ニ

ニーズが高いです。

□

ー

研修会の受講により専

ズ

門的な知識、農家とし

高

てのノウハ
●■ ウを習

事

得できることから、有

業

効性が高いです。

□ ○

目

□
□ 参加者より年間、

的

８０００円の負担金を

の

徴収し、市で借
●

■ 用

達

している土地の使用料

成

に充当しています。
○

状

□
○

□
□ 収穫した種や

況

苗等を翌年度用に保存

必

し、経費の削減を図
●

要

■ ります。
○

□
○

□

研

性

修内容の充実と、卒業

市

生のフォローアップが

の

今後の課題です。

研修

関

会の開催、援研修会の

与

開催、援研修会の開催

の

、援研修会の開催、援

必

研修会の開催、援研修

要

会の開催、援

農ボラン

性

ティア制農ボランティ

低

ア制農ボランティア制

事

農ボランティア制農ボ

そ

ランティア制農ボラン

の

ティア制

度の検討 度を

他

創設 度を周知 度の周知

上

度の周知 度の周知

0 0



1 頁

そ

ともに、会員向けの環

の

境学習講
座を開催し、

他

環境活動実践者の支援

　

・拡大や会員相互の交

】

流を図りました。また

【

、環境保全活動に取り

協

組む団体を主に資金面

働

で
支援する環境活動支

：

援事業を始めました。

】

Ａ：成果があがった

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

環境活動

種

支援事業

環境部　環境

類

政策課

01－0401 ハ04－020000 ○ ー ●

12 協働のまちづく

ド

りと市民主体の新たな

ソ

自治のしくみをはぐく

フ

むために
行政改革の

0

ト

1 協働のまちづくりと

根

市民主体の新たな自治

拠

のしくみをはぐくむた

法

めに
位置付け

03 市民

令

活動を支えるしくみづ

等

くり

環境分野の市民活対 動団体、市民

□ □ □ ■

象

環境ファンクラブ

環境

・

の保全や創造の重要性

受

に気付き、考え、それ

益

ぞれの立場に 環境ファ

者

ンクラブ登録会員のネ

事

ットワーク化を図るた

業

め、活動
応じて自発的

期

、積極的に行動する市

間

民、市民団体、事業者

委

が、 発表会などを開催

託

するとともに、環境団

、

体などの活動の活性化

協

活発な環境保全活動を

働

行うとともに、先導的

【

な取組を広域的に を図

委

るため、団体活動など

託

を支援します。
発信し

：

ています。

活動発表会

3

等開催回数 回

－

2 2 4

セ

4 4 4

2 3

- -

- - -

ク

-

環境ファンクラブ登

・

録会員数 人

－

65 70

財

80 90 100 120

団

62 77

- -

- - - -

企

①：予定どおり

環境フ

業

ェアなどの機会に、環

Ｎ

境ファンクラブ会員に

Ｐ

よるパネル展示会や環

Ｏ

境教室等を開催すると
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位

あります。また、環境

施

活動支援事業について

策

は、今後、他の支援策

へ

と調整していく必要が

の

あります。

活動発表会

貢

、研修活動発表会、研

献

修活動発表会、研修活

高

動発表会、研修活動発

市

表会、研修活動発表会

民

、研修

会の開催など 会

満

開催など及び団会開催

足

など及び団会開催等及

度

び団体会開催等及び団

を

体会開催等及び団体

体

高

等支援 体等支援 等支援

め

等支援 等支援

0 0 0 0

る

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

方

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

策

0 0 0 0

0 74 327

業

318 318 318 3

有

18

0 74 327 31

効

8 318 318 318

性

0.00 117.46

継

90.08

0.00 0

続

.52 0.52 0.5

に

2 0.52 0.52 0

よ

.52

0.00 0.0

る

0 0.00 0.00 0

成

.00 0.00 0.0

果

0

0 4,364 4,3

向

64 4,346 4,3

上

46 4,346 4,3

の

46

0 4,438 4,

可

691 4,664 4,

能

664 4,664 4,

性

664

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

低

地球温暖化など、深刻

そ

さを増す環境問題に対

の

応していくため、市民

他

活動団体との協働によ

事

り実施する本事業は、

業

さらに充実させ
ていき

の

ます。

委託の拡大を含

目

め、協働による役割分

的

担や事業の推進方法等

､

を見直し、事業の拡大

対

・発展を図ります。ま

象

た、環境活動支援事業

､

については、今後、他

内

の支援策との調整を進

容

めます。

地球温暖化を

分

はじめとする環境問題

高

については、市民・
事

受

業者が自ら取り組むべ

益

き課題として認識し、

者

自主的・
自律的な保全

負

活動を実践する必要が

担

あります。協働によ
る

､

役割分担や委託の拡大

補

など事業の推進方法等

助

の見直し
や他の支援策

額

との調整などの課題を

妥

検討し、事業の充実
を

当

図りたいと考えていま

性

す。

中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

市民が主体となって環

出

境活動に取り組んでい

総

くことを促
●□ 進して

合

いくため、環境ファン

評

クラブ等との協働によ

価

り推

■ 進していく本事

市

業には、市が関与する

民

高い必要性があり ○
□

ニ

ます。

■ 環境ファンク

ー

ラブ会員相互の交流や

ズ

パネル展示会、環境
●

高

■ 教室等により、活動

事

の輪が広がり、レベル

業

アップも図ら

□ れてい

目

ます。市民活動団体と

的

市との協働も実践でき

の

てい ○
□ ます。

□ 活動

達

の発展・拡大に伴い、

成

事務局機能や専門機関

状

とのコ
○

□ ーディネー

況

トなどを担う職員の業

必

務が増えています。
●

要

■
○

□
■ 事務局機能を

性

含め、市民活動団体と

市

市との協働の役割分
○

の

□ 担について、更に検

関

討していく余地があり

与

ます。また、
●

□ 環境

の

活動支援事業について

必

は、今後、他の支援策

要

と調整
○

□ していく必

性

要があります。

必要性

低

、有効性の総合評価は

事

高いが、市民活動団体

そ

等と市との役割分担、

の

担当職員の業務増への

他

対応などについて、更

上

に検討し
ていく必要が
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そ

ネットワーク構築済団

の

体数

- -

-

- -

- -

③

他

：遅れている

土木補修

　

課との協議の中で、道

】

路と公園の団体では活

【

動形態や市からの助成

協

等が異なる状況であり

働

、ネットワークを構築

：

すべき
方向性、必要性

】

を見出すことができま

目

せんでした。

Ｃ：十分

的

に成果をあげることが

・

できなかった

目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

協働のま

種

ちづくりへのネットワ

類

ーク構築事業

まちづく

ハ

り事業部　みどり公園

ー

・水辺課

00－xxx ドxxx－xx0000 ソ○ ●

12 協働のまちづ

フ

くりと市民主体の新た

ト

な自治のしくみをはぐ

根

くむために
行政改革の

拠

01 協働のまちづくり

法

と市民主体の新たな自

令

治のしくみをはぐくむ

等

ために
位置付け

03 市

対

民活動を支えるしくみ

象

づくり

       ・       ～ 平成受 ２１年度

□ □ □ □

緑化

益

空間、道路空間及び水

者

辺空間において、管理

事

者（国、県、 市民と市

業

の協働のまちづくりを

期

推進するため、緑化空

間

間、道路
市）、市民及

委

び関係団体相互のネッ

託

トワークを構築するこ

、

とに 空間及び水辺空間

協

の管理者（国、県、市

働

）、市民及び関係団体

【

より、市民と市の協働

委

のまちづくりが展開さ

託

れています。 相互のネ

：

ットワークを構築しま

3

す。

ネットワーク構築

セ

のための検討会議の開

ク

催数 回

庁内会議や施設

・

管理者、市民関係団体

財

を交えた検討会議にお

団

いて、緑化空間などの

企

管理を市民との協働
に

業

より進めるためのネッ

Ｎ

トワークづくりを行う

Ｐ

。

2 2

0

- -

-

ネット

Ｏ

ワーク構築団体数 団体
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位

ットワークづく

りへの

施

課題整理 りへの課題整

策

理

0 0 0 0 0 0 0

0 0

へ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

貢

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

献

0 0 0

0.00 0.0

高

0 0.00

0.00 0

市

.00 0.00 0.0

民

5 0.00 0.00 0

満

.00

0.00 0.0

足

0 0.00 0.00 0

度

.00 0.00 0.0

を

0

0 0 0 418 0 0 0

高

0 0 0 418 0 0 0

○

め

○ ○ ● ○ ○ ○

公園と道

る

路で緑という観点から

方

は共通部分はあります

策

が、都市施設としての

業

管理形態の違いから各

有

団体の取組みも異なる

効

ため、
敢えてネットワ

性

ークをその領域を超え

継

てまで、構築する必要

続

はないと判断します。

に

公園、道路と各々の管

よ

理において、協力団体

る

相互の連携
を深めるも

成

のであり、その管理範

果

囲を超えてのネットワ

向

ーク構築の必要性はな

上

いと考えます。

の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

身近な公園、道路が何

出

時でもきれいであって

総

ほしいと誰
○□ でも思

合

いますが、各々の管理

評

の充実が求められてお

価

り、

□ ネットワークを

市

構築しての対応を望む

民

ものとは考え難い ●
□

ニ

です。

□ 公園は安全で

ー

、憩える場であること

ズ

、道路は安全に通行
○

高

■ できることが必要で

事

あることとなどの都市

業

施設としての

□ 管理の

目

あり方の違いから、同

的

一の市民満足度を高め

の

ると ●
□ は言い難いで

達

す。

■ 環境美化の観点

成

からは全ての公共空間

状

に必要なものです
○

□

況

が、公園、道路に求め

必

られるものには違いが

要

あり、公園
○

□ と道路

性

の管理等の団体をつく

市

ることの妥当性は低い

の

と考
●

□ えます。

□ 公

関

園と道路においては、

与

市民からの要望も多く

の

、ネット
○

□ ワーク構

必

築により業務改善が複

要

雑になるものと考えら

性

れ
○

□ ます。
○

■

公園

低

における活動団体の更

事

なる発展は目指すが、

そ

敢て道路関係団体との

の

ネットワークづくりは

他

行わない方向とします

上

。

ネットワークづくネ
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その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

外国籍市

種

民ネットワークづくり

類

支援事業

市民部　文化

ハ

・交流課

01－030 ー106－160000 ド○ ●

12 協働のまちづ

ソ

くりと市民主体の新た

フ

な自治のしくみをはぐ

ト

くむために
行政改革の

根

01 協働のまちづくり

拠

と市民主体の新たな自

法

治のしくみをはぐくむ

令

ために
位置付け

03 市

等

民活動を支えるしくみ

対

づくり

市民・外国籍市象 民

□ □ □ □ 市民・外国

・

籍市民・自治会など

外

受

国籍市民相互の連携、

益

外国籍市民と市民及び

者

行政との連携が 外国籍

事

市民、市民、行政との

業

ネットワーク化を進め

期

るため、コ
図られてい

間

ます。 ーディネーター

委

の育成や情報交換会、

託

交流会などを開催しま

、

す
。

情報交換会・交流

協

会開催日数 回

－

3 7 7

働

8 8 8

3 8

- -

- - -

【

-

情報交換会・交流会

委

への参加人数 人

－

15

託

25 80 90 90 90

：

61 81

- -

- - - -

3

①：予定どおり

ネット

セ

ワーク化に向けて外国

ク

籍市民や市民ボランテ

・

ィアとの情報交換会や

財

交流会を開催し、ネッ

団

トワーク化への理解が

企

得られま
した。

Ａ：成

業

果があがった

ＮＰＯ
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位

会なども開催していく

施

が、連携を高めていく

策

には、外国籍市民や自

へ

治会員等
の地域住民の

の

理解と協力が必要です

貢

。

コーディネータのコ

献

ーディネータのコーデ

高

ィネータのコーディネ

市

ーターコーディネータ

民

ーコーディネーター

人

満

選、交流会など育成、

足

交流会など育成、交流

度

会などの育成、交流会

を

等の育成、交流会等の

高

育成、交流会等

の開催

め

の開催 の開催 の開催 の

る

開催 の開催

0 0 0 0 0

方

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

策

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

業

0 0 0

0 0 74 122

有

122 122 122

0

効

0 74 122 122 1

性

22 122

0.00 0

継

.00 37.00

0.

続

00 0.50 0.65

に

0.55 0.55 0.

よ

55 0.55

0.00

る

0.10 0.00 0.

成

05 0.05 0.05

果

0.05

0 4,539

向

5,455 4,769

上

4,769 4,769

の

4,769

0 4,53

可

9 5,529 4,89

能

1 4,891 4,89

性

1 4,891

● ○ ○ ○

低

○ ○ ○

外国籍市民相互

そ

や外国籍市民と自治会

の

等の地域住民とが相互

他

に理解し合うため、ネ

事

ットワーク化の連携役

業

となるコーディネータ

の

の育成や情報交換会、

目

交流会、研修会等を継

的

続的に実施する必要が

､

あります。

外国籍市民

対

、市民、自治会等多方

象

面からの理解と協力が

､

必要となることから、

内

事業の成果が得られる

容

ために継続的な事業を

分

展開
していきます。

ネ

高

ットワーク化の浸透に

受

は、相当の時間を要す

益

るものと
思われますが

者

、外国籍市民同士及び

負

市民と外国籍市民と
の

担

連携は相互理解の点か

､

らも有効であることか

補

ら、ネッ
トワークづく

助

り事業を継続して進め

額

ていく必要があると
考

妥

えます。

当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市内在住の外国籍市民

出

が増加する中で、外国

総

籍市民同士
●■ 及び市

合

民と外国籍市民との連

評

携は今後不可欠なもの

価

であ

■ り、必要性は高

市

いです。 ○
□
□ 情報交

民

換会や交流会等を継続

ニ

的に開催していくこと

ー

によ
●□ り、外国籍市

ズ

民、市民、自治会等相

高

互の理解を深め、協

■

事

力し合う地域づくりを

業

進めていきます。 ○
□

目

■ 外国籍市民が日本語

的

を十分理解できなかっ

の

たり、生活習
●

□ 慣の

達

違いがあったりと、地

成

域や市民とのコミュニ

状

ケーシ
○

□ ョンがうま

況

くできないことがある

必

ため、情報伝達手段の

要

○
■ 形成としてネット

性

ワーク作りが妥当であ

市

ります。

□ 市がコーデ

の

ィネートを主に担当し

関

、市民及び外国籍市民

与

●
□ の自主性を尊重し

の

、協働により事業活動

必

を進めます。
○

□
○

■

要

ネットワーク化には外

性

国籍市民相互や外国籍

低

市民と自治会などとの

事

連携役となるコーディ

そ

ネータが必要となるこ

の

とから、順次育
成して

他

いきます。また、情報

上

交換会や地域との交流



1 頁

そ

めること
ができました

の

。また、市内の２高校

他

と連携し、文化祭にボ

　

ランティア相談ブース

】

等を出展しました。

Ａ

【

：成果があがった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

市民ボラ

種

ンティア育成支援事業

類

市民部　協働推進課

0 ハ1－030106－0 ー50000 ○ ●

12 協

ド

働のまちづくりと市民

ソ

主体の新たな自治のし

フ

くみをはぐくむために

ト

行政改革の
01 協働の

根

まちづくりと市民主体

拠

の新たな自治のしくみ

法

をはぐくむために
位置

令

付け
03 市民活動を支

等

えるしくみづくり

市民対

□ □ □ □

多くの市民が

象

市民活動に参加し、安

・

心した暮らしを支える

受

ボラ 中高生向けのボラ

益

ンティア活動体験学習

者

の「ユースボランティ

事

ンティア活動を活発に

業

行っています。 ア」や

期

定年退職をした市民な

間

どの市民活動への参画

委

を推進する
ための講座

託

の開催をします。

ボラ

、

ンティア講座、交流会

協

等開催回数 回

－

7 10

働

12

9 11

- -

- -

ユ

【

ースボランティア参加

委

者数 人

－

110 115

託

120

113 141

-

：

-

- -

①：予定どおり

3

青少年にボランティア

セ

活動を体験してもらう

ク

「ユースボランティア

・

」（１４１人参加）や

財

、定年退職を迎えた方

団

などと市民活動
団体が

企

直接交流できる場とし

業

て「ボランティア博覧

Ｎ

会」（６６人参加）を

Ｐ

設定し、ボランティア

Ｏ

活動に対する関心を高



2 頁

位

0

0 0 35 60 0 0 0

施

0 0 35 60 0 0 0

0

策

.00 0.00 58.

へ

33

0.00 0.50

の

0.50 0.55 0.

貢

00 0.00 0.00

献

0.00 0.00 0.

高

00 0.00 0.00

市

0.00 0.00

0 4

民

,196 4,196 4

満

,596 0 0 0

0 4,

足

196 4,231 4,

度

656 0 0 0

○ ○ ○ ○

を

○ ○ ●

たくさんの市民

高

がボランティア活動に

め

参加するための体験の

る

場を提供していくこと

方

は必要であり、今後は

策

、関連した事業を多く

業

実施している市民活動

有

・普及啓発事業の中で

効

継続していくことが望

性

ましいと考えます。

多

継

くの市民がボランティ

続

ア、市民活動に参加す

に

る機会を持つために、

よ

市民活動・普及啓発事

る

業の中で、引き続き行

成

っていきます
。

本市に

果

は多くの高校があり、

向

高校との連携をより一

上

層深
め、成人として社

の

会参加する前段階にあ

可

る高校生のボラ
ンティ

能

ア意識を醸成できる機

性

会の創出を充実してい

低

きた
いと考えています

そ

。

の他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

市民活動センターを拠

出

点として、より多くの

総

市民がボラ
●□ ンティ

合

ア活動に参加するため

評

の事業の実施が必要で

価

ある

■ と考えます。 ○

市

□
□ 多くの市民がボラ

民

ンティア活動に参加す

ニ

るためには、事
●□ 業

ー

を継続して実施するこ

ズ

とが有効です。

■ ○
□

高

■ ボランティア活動を

事

行う市民を増やし、市

業

民活動が活発
●

□ に行

目

われるために、ボラン

的

ティア活動を体験した

の

り、市
○

□ 民活動団体

達

と交流できる事業は必

成

要です。
○

□
□ ボラン

状

ティア体験や市民との

況

交流に、市民活動団体

必

が主
●

□ 体的にかかわ

要

っています。
○

□
○

■

性

市内高校との連携によ

市

りボランティア相談等

の

の事業を行いましたが

関

、市民活動団体と交流

与

したり、活動の現場を

の

見学するなど、
関連事

必

業を実施している市民

要

活動・普及啓発事業の

性

なかでより多くの高校

低

と連携ができるよう検

事

討していきます。

講座

そ

の開催 講座の開催 講座

の

の開催

0 0 0 0 0 0 0

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

上

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

人材発掘

種

・活用事業

社会教育部

類

　社会教育課

00－x ハxxxxx－xx00 ー00 ○ ●

12 協働のま

ド

ちづくりと市民主体の

ソ

新たな自治のしくみを

フ

はぐくむために
行政改

ト

革の
01 協働のまちづ

根

くりと市民主体の新た

拠

な自治のしくみをはぐ

法

くむために
位置付け

0

令

3 市民活動を支えるし

等

くみづくり

社会教育法

対

第２２条

市民

□ □ □ □

象

各地域における人材の

・

発掘と登録の推進が図

受

られ、各講座の講 生涯

益

学習活動の推進のため

者

、地域における人材の

事

発掘・登録と
師に活用

業

されています。 ボラン

期

ティアグループを育成

間

・活用します。

生涯学

委

習指導者登録者数 人

－

託

200 230 260

2

、

00 200

生涯学習指

協

導者を活用した事業の

働

開催回数 回

－

300 5

【

10 520

508 51

委

0

②：若干遅れている

託

年度により指導者の登

：

録解除に変動があるた

3

めです。

講師として登

セ

録された地域の方々に

ク

依頼して事業を行った

・

ことにより、生涯学習

財

活動の推進や人材の育

団

成が図れました。

Ａ：

企

成果があがった

業 ＮＰＯ



2 頁

位

名簿作

成、ボランティ

施

ア成、ボランティア成

策

、ボランティア成、ボ

へ

ランティア成、ボラン

の

ティア成、ボランティ

貢

ア

育成活用 育成活用 育

献

成活用 育成活用 育成活

高

用 育成活用

0 0 0 0 0

市

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

民

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

満

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

足

0 0 0 0 0 0 0

0.0

度

0 0.00 0.00

0

を

.00 2.80 0.4

高

0 0.45 0.45 0

め

.45 0.45

0.0

る

0 0.00 0.00 0

方

.00 0.00 0.0

策

0 0.00

0 23,4

業

95 3,357 3,7

有

61 3,761 3,7

効

61 3,761

0 23

性

,495 3,357 3

継

,761 3,761 3

続

,761 3,761

●

に

○ ○ ○ ○ ○ ○

引き続き

よ

地域の人材の発掘及び

る

活用を行い、生涯学習

成

活動の充実に努めます

果

。

地区公民館での自主

向

事業や団塊の世代教室

上

などの受講者や、地域

の

でさまざまな技能を持

可

った人材の発掘と活用

能

について、内容や
方法

性

などを検証しながら、

低

引き続き研究して取り

そ

組んでいきます。

地域

の

で芸術、文化等に秀で

他

た人を発掘し、また人

事

材登録
されている人の

業

活用の充実に努め、生

の

涯学習活動の推進
を図

目

ります。

的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

団塊の世代を活用して

出

いくことが求められて

総

いることか
●□ ら、必

合

要性は高いものがあり

評

ます。

■ ○
□
■ 地域の

価

方が講座やサークルで

市

身につけた技能や知識

民

を、
●■ 地域の方々に

ニ

伝授していく場として

ー

講座を活用するもの

□

ズ

で、有効であります。

高

○
□
■ 地域の埋もれた

事

人材を如何に発掘して

業

活用していくこと
●

□

目

が、市全体の地域力、

的

市民力の向上に役立つ

の

もので、妥
○

□ 当であ

達

ります。
○

□
□ ボラン

成

ティア講師を活用する

状

ことは、各々が持つ技

況

能や
●

■ 学習成果を広

必

める役割を持ち、人材

要

の育成や活用につな
○

性

□ がる他に、経費減少

市

等の効率の可能性もあ

の

ります。
○

□

地域の人

関

材をいかに発掘し、活

与

用していくか、庁内で

の

も各課が様々な取組を

必

していますが、その現

要

状はなかなか厳しく、

性

今後も
新たな施策を展

低

開していかなければな

事

りません。

指導者登録

そ

名簿作指導者登録名簿

の

作指導者登録名簿作指

他

導者登録名簿作指導者

上

登録名簿作指導者登録



1 頁

そ

大学の参加により活気

の

あるものとなりました

他

。

Ａ：成果があがった

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

市民・企

種

業・大学等交流事業

企

類

画部　企画課

01－0 ハ20106－0200 ー00 ○ ●

12 協働のま

ド

ちづくりと市民主体の

ソ

新たな自治のしくみを

フ

はぐくむために
行政改

ト

革の
01 協働のまちづ

根

くりと市民主体の新た

拠

な自治のしくみをはぐ

法

くむために
位置付け

0

令

3 市民活動を支えるし

等

くみづくり

市民

□ □ □

対

■ 市民団体等

市民、企

象

業、大学などが相互に

・

発展し、心豊かな地域

受

社会とな 市民、企業、

益

大学などの交流を促進

者

するため、文化・生涯

事

学習
るよう、それぞれ

業

がもつ知的・人的資源

期

が活用され、相互の交

間

、産業、スポーツ、福

委

祉、環境などの各分野

託

における交流事業
流が

、

活発に行われています

協

。 の充実を図ります。

働

交流事業数 事業

交流事

【

業数

10 10 8 8 8 9

委

10 10

交流事業参加

託

者数 人

－

16,600

：

16,650 8,45

3

0 8,450 8,45

セ

0 8,450

41,9

ク

82 31,970

①：

・

予定どおり

平塚市民・

財

大学交流委員会の文化

団

生涯学習、産業、スポ

企

ーツ、福祉、環境の５

業

つの推進部会により、

Ｎ

１０事業を実施し、相

Ｐ

互の
交流が活発に行わ

Ｏ

れました。各事業が、



2 頁

位

事業を展開します。

市

施

民・大学交流委市民・

策

大学交流委市民・大学

へ

交流委市民・大学交流

の

委市民・大学交流委市

貢

民・大学交流委

員会に

献

よる交流事員会による

高

交流事員会による交流

市

事員会による交流事員

民

会による交流事員会に

満

よる交流事

業など 業な

足

ど 業など 業、神大との

度

交流業等 業等

20周年

を

記念事業

0 0 0 0 0 0

高

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

め

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

る

0 0

0 2,215 2,

方

030 2,138 3,

策

138 2,138 2,

業

138

0 2,215 2

有

,030 2,138 3

効

,138 2,138 2

性

,138

0.00 10

継

0.00 91.65

0

続

.00 0.60 0.6

に

0 0.50 0.50 0

よ

.50 0.50

0.0

る

0 0.00 0.00 0

成

.00 0.00 0.0

果

0 0.00

0 5,03

向

5 5,035 4,17

上

8 4,178 4,17

の

8 4,178

0 7,2

可

50 7,065 6,3

能

16 7,316 6,3

性

16 6,316

○ ● ○

低

○ ○ ○ ○

・市民と東海

そ

大学・神奈川大学と本

の

市の交流は今後とも必

他

要であり、平塚市民・

事

大学交流委員会での事

業

業推進を図っていきま

の

す
。
・市と大学との交

目

流においては、神奈川

的

大学と交流２０周年に

､

なることから、記念事

対

業を実施します。

・平

象

塚市民・大学交流委員

､

会の５つの推進部会で

内

９の事業を実施します

容

。平成２１年度から新

分

たに加わった観光推進

高

部会につい
ては研究と

受

実践を進め、事業の充

益

実を目指します。
・神

者

奈川大学との交流２０

負

周年を記念した事業を

担

実施します。
本事業は

､

、大学、企業などとの

補

連携による幅広い分野

助

に
おける市民との交流

額

環境を創出するもので

妥

、必要性は高
いと考え

当

ます。時代に即した事

性

業内容としていくこと

中

で
、活発な交流を目指

業

します。

務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

市民と大学との交流事

出

業を実施するに当たり

総

、平塚市民
●■ ・大学

合

交流委員会の組織は必

評

要なものであり、その

価

中で

■ 本市が調整する

市

ことによって、協働に

民

よる事業が実施さ ○
□

ニ

れています。

□ 事業計

ー

画・実施においては、

ズ

平塚市民・大学交流委

高

員会
●■ の５つの推進

事

部会により、協議、実

業

施しており、市民ニ

■

目

ーズを取り込んだ満足

的

度の高い事業です。 ○

の

□
■ ５つの推進部会に

達

より、１０事業が実施

成

され、参加者も
●

□ 多

状

く妥当性は高いと判断

況

します。
○

□
○

□
□ 市

必

民と大学との交流事業

要

の実施に当たっては、

性

経費節減
○

□ に努めま

市

す。
●

□
○

■

市民、企

の

業、大学等との交流を

関

促進するに当たって、

与

様々な団体、東海大学

の

、神奈川大学、本市で

必

組織された平塚市民・

要

大学交
流委員会は、事

性

業促進母体として適し

低

ています。平成２１年

事

度から、産業推進部会

そ

事業を発展的に担当課

の

事業とし、新たに観光

他

推進部会を設置し、研

上

究と実践を目的とした



1 頁

そ

支援として６件の補助

の

金
を交付し、産業の活

他

性化を図りました。

Ａ

　

：成果があがった

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

18年度 平成19年度

.

平成20年度 平成21

事

年度 平成22年度 平成

業

23年度 平成24年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成18年度 平成19

付

年度 平成20年度 平成

け

21年度 平成22年度

事

平成23年度 平成24

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成18年度 平成

名

19年度 平成20年度

事

平成21年度 平成22

業

年度 平成23年度 平成

担

24年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成20年

科

度の主な取組と成果

平

目

成20年度
の検証結果

事

平成21年度  事業

業

評価シート 頁

産学公共

種

同研究支援事業

経済部

類

　産業振興課

01－0 ハ70102－0800 ー00 ○ ●

12 協働のま

ド

ちづくりと市民主体の

ソ

新たな自治のしくみを

フ

はぐくむために
行政改

ト

革の
01 協働のまちづ

根

くりと市民主体の新た

拠

な自治のしくみをはぐ

法

くむために
位置付け

0

令

3 市民活動を支えるし

等

くみづくり

平塚市産学

対

共同研究事業化支援補

象

助金交付要綱、平塚市

・

産学公連携推進コーデ

受

ィネーター派遣要綱

市益 内中小企業、大学等

□

者

□ □ □ 大学等

技術開発

事

や新製品が開発され、

業

産業の活性化が図られ

期

ています 中小企業の製

間

品開発などを促進する

委

ため、中小企業が抱え

託

る諸
。 問題に対し、専

、

門知識などを有するコ

協

ーディネーターの派遣

働

な
ど、産学公の共同研

【

究による新製品、技術

委

開発などの事業化を
支

託

援します。

平塚市産学

：

共同研究事業化支援補

3

助金交付件数 件

－

4 4

セ

4 5 5 5

5 6

- -

- -

ク

- -

市内中小企業と大

・

学等との共同研究の件

財

数 件

－

4 4 4 5 5 5

5

団

6

- -

- - - -

①：予

企

定どおり

製造業を営む

業

企業を訪問し、大学と

Ｎ

の共同研究に対するニ

Ｐ

ーズを把握しました。

Ｏ

また、共同研究事業化



2 頁

位

、共同研究の派遣、共

施

同研究の派遣、共同研

策

究の派遣、共同研究

へ

へ

の助成 への助成 への助

の

成 への助成 への助成 へ

貢

の助成

0 0 0 0 0 0 0

献

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

高

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

市

0

0 1,832 2,5

民

73 2,170 2,1

満

70 2,170 2,1

足

70

0 1,832 2,

度

573 2,170 2,

を

170 2,170 2,

高

170

0.00 69.

め

92 98.21

0.0

る

0 0.35 0.35 0

方

.25 0.25 0.2

策

5 0.25

0.00 0

業

.00 0.00 0.5

有

0 0.50 0.50 0

効

.50

0 2,937 2

性

,937 3,814 3

継

,814 3,814 3

続

,814

0 4,769

に

5,510 5,984

よ

5,984 5,984

る

5,984

● ○ ○ ○ ○

成

○ ○

中小企業の技術開

果

発等が図れることから

向

共同研究の補助は継続

上

していくが、コーディ

の

ネーターの派遣につい

可

ては、企業からの要
請

能

が少ないので、現状を

性

維持しながらも、制度

低

の再構築に向けて検討

そ

をしていきます。

大学

の

は工業分野の知的財産

他

が多く蓄積されている

事

ため、引き続き工業分

業

野を中心に、他の産業

の

分野との連携も視野に

目

入れて共同
研究支援を

的

していきます。

新製品

､

開発、技術開発等経営

対

革新を進める市内中小

象

企業
者等と大学との共

､

同研究に助成を行い一

内

定の成果をあげ
ている

容

。現状は、工業分野を

分

中心に大学との連携を

高

行っ
ているが、さらに

受

成果を上げるためには

益

、他の産業分野
と大学

者

との連携も視野に入れ

負

て、事業の推進を図っ

担

てい
く必要があると考

､

えています。また、コ

補

ーディネーター
の派遣

助

は、制度の再構築が必

額

要であると考えていま

妥

す。

当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平

項

成21年度 平成22年

目

度 平成23年度 平成2

分

4年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成22年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成22年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

中小企業では独自の研

出

究施設やノウハウを持

総

たないこと
●□ が多い

合

ため、市内中小企業と

評

大学等との共同研究に

価

より

■ 新製品の開発、

市

経営革新を図ることに

民

対して支援するこ ○
□

ニ

とは必要性は高いです

ー

。

□ 中小企業の技術力

ズ

・開発力の向上につな

高

がるため、有効
●■ 性

事

は高いです。

□ ○
□
■

業

中小企業の技術開発が

目

図られ、産業の発展を

的

持続させる
●

□ ことを

の

支援するため、妥当性

達

は高いです。
○

□
○

□

成

■ 産業分野が多岐にわ

状

たるため、ニーズの掘

況

り起こしを効
○

□ 率的

必

に行うことが難しいた

要

め、商工会議所等との

性

連携や
●

□ 企業訪問等

市

を行うことにより効率

の

的な事業運営を図って

関

○
□ いきます。

製造業

与

を中心としながら、他

の

の産業分野との連携を

必

含めたニーズの掘り起

要

こしをする必要があり

性

ます。

コーディネータ

低

ーコーディネーターコ

事

ーディネーターコーデ

そ

ィネーターコーディネ

の
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